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220 頁； Markus Weber, DIE BESTEUERUNG VON NIESSBRAUCH UND NUTZNIESSUNG IN DEUTSCH-
SCHWEIZERISCHEN ERB- UND SCHENKUNGSFÄLLEN 249, 261 （Lang, Peter Frankfurt, 2002）参照。会
社の 51％以上の持分の相続・贈与で，受取人が事業の経営的機能を担う場合，相続・贈与税額
の 80％が減額される（Erbschaft - und Schenkungssteuergesetz: EschG-ZH，25a 条）。事業継






























" CON（capital ownership neutrality）の意義
伝統的に国際租税政策に関して人口に膾炙してきた5)のは CEN（capital ex-













'）Cf. Koichi Hamada, Strategic Aspects of Taxation on Foreign Investment Income, Quarterly
Journal of Economics, vol. 80, pp. 361-375 （1966）； Richard A. Musgrave & Peggy B.
Musgrave, PUBLIC FINANCE IN THEORY AND PRACTICE, chapter 33 (McGraw-Hill Book Company,
2nd ed., 1976）； Jacob A. Frenkel, Assaf Razin & Efraim Sadka, INTERNATIONAL TAXATION IN AN
INTEGRATED WORLD, Second Chapter （The MIT Press, 1991）.
#）租税法学者の一部が CIN と競争中立性を混同することがあるが，何と何との競争かを定義し
なければ議論がスレ違いになりがちであるため，本稿では競争中立性を扱わない。競争力概念
については Michael S. Knoll, The Corporate Income Tax and the Competitiveness of U. S.
Industries, 63 Tax Law Review 771 （2010）参照。競争力を扱う文脈次第では CEN に近づく
こともあると言われる。同論文 778 頁註 30参照。尤も，同論文が主に扱っているのは資本誘致
競争であり，我々が競争という言葉から想起するものとはズレるかもしれない。








































CON に着目する者の議論である。CON については，CIN の焼き直しにすぎな















2008 年 10 月 203 頁等。今後は実証（新規現地法人設立と現地企業買収との比較）が課題であ
るとするまとめとして，増井良啓「内国法人の全世界所得課税とその修正」『抜本的税制改革と
国際課税の課題』3-15 頁（日本租税研究協会，2011）。初期の Mihir A. Desai & James R. Hines
Jr., Evaluating International Tax Reform, 56 National Tax Journal 487 （2003）においては




違いについて Minoru Nakazato & J. Mark Ramseyer, Tax Law, Hiroshi Kaneko, and the
Transformation of Japanese Jurisprudence, American Journal of Comparative Law, Volume 58,


































16）「Zero-sum debate: Economists are rethinking the view that capital should not be taxed」



































































































ドイツの 1995 年'月 22 日 BVerfG（Bundesverfassungsgericht 連邦憲法裁判所）判決（財
産の種類によって異なる評価をしてはならない）を受けた 1996年改正における事業承継への配
慮と，2006 年 11 月#日連邦憲法裁判所判決に関し，吉村典久「ドイツにおける相続税の歴史











29）相続について租税特別措置法 70 条の'，贈与について同 70 条の$。その他，タックスアン
サー No.4147 農業相続人が農地等を相続した場合の納税猶予の特例；タックスアンサー No.
4438 農業後継者が農地等の贈与を受けた場合の納税猶予の特例。








































独取得する場合の納税猶予額は 3139 万円（総相続税額の 22.75％），継一が名青株式を取得し


























































42）相続開始後の株価急落に関する最判平成元年'月'日税資 173 号!頁（租税判例百選&版 81
首藤重幸解説が扱うのは大阪地判昭和 59 年$月 25 日行集 35 巻$号 532 頁）は，深刻な問題を
提起する（先物取引の建玉の相続財産性を肯定し，評価は相続開始――金曜夜――後すぐの月


























































能性は，否定できない。property rule と liability rule に関して本稿で深入りする余裕はない
が，差し当たり Louis Kaplow & Steven Shavell, Property Rules versus Liability Rules: An






































































































57）奥田周年「非上場株式の物納，金庫株制度」税務弘報 55 巻%号 137-144 頁（2007.3 http://
www.sohzoku.jp/oag/magazine/kouho0703.pdf）参照。
58）渋谷雅弘「無議決権株式を用いた事業承継のプランニング」税務事例研究 96号 69 頁（2007）
と似た発想となる。
その他の財産 5000 万円を長男が相続し，妻及び次男がその他の財産 7500 万円
ずつを相続する場合，総遺産が%億円，%人の相続税総額は 4600 万円となっ











































64）Ａが死亡し，Ｂが承継し，100 の株式のうちの 20 が物納され，Ｂが国から当該株式を買い戻
す前に死亡し，Ｃが承継したとする。第一に，Ｃが 80 の株式のうちの 16 を物納するという方
式が考えられる。第二に，事業承継への影響を緩和することを重視すると，ＢからＣへの遺産



























として，最判平成 22 年#月 16 日平成 20 年（行ヒ）241 号集民 234 号 263 頁 TAINS:












2010，初出 2000）参照。渋谷・註 67）691 頁も，「通達の定めは典型的なもの，又は評価が容
易であるものについてのみ当てはまる」，「通達においては，評価に際して斟酌すべき事柄と，
斟酌の程度の目安を定めることが望ましい」旨述べる。金子宏論文が二つの裁判例（東京地判













う問題】と，【事前の rule か事後の standard かという問題】とは，（重なりもあるが）別個の
問題であるということにも留意しなければならない。
69）非上場株式の物納を現行法の要件を緩和した上で幅広く認めるようにすれば，課税庁も評価
の適正化を真剣に考えるようになるインセンティヴが発生する，という期待を抱くものの，他
方で租税回避の余地も増やしかねないところであり，こうしたインセンティヴ設計についても
将来への宿題としたい。
70）中里実他編著『租税法概説』247 頁（渋谷雅弘執筆，有斐閣，2011）では「バブル期までの
地価高騰により，相続税の負担が過重になったことに対応した措置」と説明されているものの，
地価高騰が和らいだ今においても，この特別措置をなくす動きはあまり見受けられない。
71）事業継続要件が皆無ではないが，ロックイン効果を心配するほどのものではないと見受けら
れる。タックスアンサー No.4124 相続した事業の用や居住の用の宅地等の価額の特例（小規模
宅地等の特例）参照。
72）駐車場業等に関しては，事業承継への障害を緩和するという観点から評価減特例を正当化す
るのは困難であるように思われる。
73）評基通 202（信託受益権の評価）の是非について現段階では煮詰められない。
的な制度設計となる。尤も，信託を設定して受益権を物納する際の事務コスト
が，事業承継の障害となる可能性はある。
事業用小規模宅地評価減特例は居住用小規模宅地74)75)とセットで規定され
ているところ，居住用特例は効率性76)・公平77)双方の観点から正当化困難で
あり，居住用を比較対象として事業用について信託受益権を活用した物納特典
にとどめることが不公平であるといった議論は成立しがたいと私は考える。し
かし，居住用について評価減特例をなくすことを前提としても，事業用・居住
用一体の資産については難題である。事業用資産部分を切り出して信託を設定
し，物納する，といった手法が理念的に考えられるものの，機能するか確信が
持てない。事業用・居住用一体の資産については，一体のまま信託を設定し，
物納を認め，非事業用資産部分を計算上切り出した上でその部分に関しては利
子税を課す，といった便法になろうか。
CON(capital ownership neutrality：資本所有中立性)の応用（浅妻章如）
197（148）
74）佐藤和男『土地と課税』（日本評論社，2005）228 頁等参照。かつてはこの特例が甘く適用さ
れていたが，平成 22 年以降，この特例の適用範囲が狭められたことについて，大田篤敬「『小
規模宅地の評価減』の改正ポイント」（http://www.jyutaku.co.jp/sumai/tax_clm_02.html）等
参照。
75）被相続人の死亡直前に離婚していたならば清算的財産分与として配偶者が受け取ることがで
きていたであろう財産の部分（尤もそれは民法 904 条の"の寄与分と一致するとも限らない）
に関しては，相続課税を減免することも理解できないではないが，既に相続税法 19条の"が手
厚く（婚姻年数が 50 年であろうと!年であろうと変わらない点を考えると手厚すぎるともいい
うるが，割り切りとして仕方ないと評価されようか）保護している（同性愛カップル等を埒外
とすることに違和感が残るが，家族政策を含めて考察する必要がある）。
立教法学 第 86号（2012)
196（149）
76）効率性の観点から，相続財産中の住宅について，相続人と他者とを比較すると，当該住宅か
ら受ける便益が異なることが多いと推測される。これも CON と繋がる可能性がある。市場価
格!億円の不動産であっても，長年そこに被相続人とともに暮らしてきた相続人にとっては!
億円＋αの価値があるかもしれない。相続という CON阻害要因がなかったとしても，5-1 の第
二段落におけるのと同様，相続人が当該住宅のオークションにおいて最高値をつける可能性が
ある。
相続課税が追い出し課税として機能すると，＋αの部分が失われ，効率性を害するであろう
か。相続税率が 40％であると仮定すると，追い出し課税の場面というのは，市場価格の'割引
ですら買うことができない相続人ということであり，相続人を追い出さない方が不動産の有効
活用に資するという場面は稀であると考えられる。従って，（相続が公平を害することに目を瞑
ったとして）効率性の観点から考えても，新たにその住宅を市場価格で買いたいという人を押
しのけてまで（当然これは土地の有効活用・新陳代謝を阻害する）評価減を通じて相続税の負
担を免れさせることについては，正当化困難であるように思われる。
効率性の観点から，外部性に着目すると，住宅の相続を優遇すべきという議論の正当化根拠
としてコミュニティの価値の維持ということが挙げられるかもしれない（註 46）で予告したよ
うに，コミュニティの価値による正当化は，事業承継についても当てはまりうる。シリコンバ
レー等における企業集積のメリットについて想起されたい）。つまり，相続人自身は当該住宅に
ついて市場価格で買うだけの資金（或いは相続が認められたとしても相続税納税資金）がない
かもしれないが，相続人をめぐる周辺住民のコミュニティの価値を含めると，相続人が当該住
宅に住み続けることについて市場価格＋αの価値がある，という議論の可能性である。これも
CON の一種といえるかもしれない。ここで，相続人を追い出す課税は相続人だけの問題にとど
まらずコミュニティの破壊という負の外部性をもたらす可能性がある。しかし外部性に対する
対策の王道は内部化であって，現行法のような評価減までが正当化される余地はやはり小さい
と考えられる。コミュニティ破壊を忌避したい人がいるならば，その人が相続人の相続税負担
を第三者弁済することを（新たな贈与税課税を惹起させずに）認めれば足りる。
住宅を特別視している人は，ホールドアップ問題を懸念しているのかもしれない。が，（貧困
層にとってはともかく本稿のメインターゲットである中流階級以上にとっては）持ち家・借
家・戸建て・集合住宅等々様々な選択肢が用意されている現在の日本で，住宅に関するホール
ドアップ問題が深刻であるのか，私には今ひとつ実感が湧かない。
77）公平の観点からは既得権擁護が問題となる。既得権擁護に関し，行動経済学の視点から，得
るものは低く評価し奪われるものは高く評価する傾向があるので既得権擁護は（公平を害して
いるとしても）効率性に資する，という立論の可能性はあるかもしれない。しかし違和感は拭
えない。大竹文雄（http://business.nikkeibp.co.jp/article/interview/20120330/230415/）は，
行動経済学という言葉は用いていないが，幸福度を指標とすることが既得権擁護に繋がりかね
ない旨の警告を発する。
また，公平に関し中流階級における適切な調整も重要であると思われる旨を註 20）で述べた
が，相続を巡る中流階級における豊かさの差が強く表れるものの一つとして住宅は位置付けら
れると思われ（実証は分からないが教育格差以上であるかもしれない），評価減を通じて住宅を
課税対象から外すことは，中流階級における公平の観点からの適切な調整の放棄であると評さ
れよう。
